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【特集：エア・パワーの新たな地平】 

 

（研究ノート） 

ウクライナの戦争継続要因 

―ドローンを中心とした航空阻止の実現と適応― 

 

航空研究センター総合企画推進研究室  

３等空佐 渡邉 旭  

 

はじめに 

 2022 年の大規模侵略開始時、ウクライナは主要兵器の量的・質的劣勢をはじ

めとした非対称性に直面した。欧米の支援により質的向上は図られているもの

の、量的格差を中心とした非対称な構造は現在まで概ね変化していない1。それ

にも関わらず、ウクライナは、大規模な国家間紛争を継続している。 

 ウクライナの戦争継続を可能にしている要因として、先行研究では、既存の

有人航空機や MQ-9 リーパーに代表される大型無人機よりも、小型かつ安価な

ドローンの大規模な運用2と、作戦的課題への機敏な「適応3」が言及されている。

しかし、既存の議論は、近距離の陸上戦闘における小型ドローンや長距離攻撃

ドローンの有効性といった、個別の戦闘局面における分析に偏重している。し

かしながら、ウクライナが戦争を継続できている要因とドローンとの関係を理

解するためには、作戦全体への寄与とその時系列的変化を捉える必要がある。

そこで、本稿では、「ウクライナは、どのようにドローンを用いて戦いを継続し

ているのか」という問いを設定する。 

 この問いに対し、本稿では「航空阻止4」に焦点を当てる。なぜなら、航空阻

止は敵の戦争遂行能力に直接影響する重要な作戦であり、戦争の継続可否と強

い関係を有するためである。分析に当たっては、戦争の経過とともに出現する

新たな作戦的課題に対する航空阻止の実施要領とその時系列的な発展、即ち、

ウクライナの適応プロセスを明らかにする。これにより、ウクライナが、粘り強

く戦いを継続している要因を明らかにする。 

 以下、第 1 節では、本稿における分析の焦点であるドローン、航空阻止、そ
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して適応について、先行研究の概要とウクライナにおける意義を説明する。第

２節では、ウクライナの適応プロセスを理解するため、航空阻止の 3 要素であ

る、ISR（Intelligence, Surveillance and Reconnaissance)、指揮統制、持続性

について確認した後、発見・照準・交戦のプロセスであるキルチェーンを通じた

運用状況を整理する。第３節では、大規模侵略開始から 2024 年までの、ウクラ

イナによるドローンを用いた航空阻止の実施状況を概観し、適応状況の推移を

分析する。そして、結論として、ウクライナによるドローンを用いた航空阻止

が、高価な航空機を前提とした既存のエアパワー論に挑戦し得るものであるこ

とを示唆する。 

 

１ 分析の焦点に係る先行研究の概要とウクライナにおける意義 

（１）ドローン 

 ドローンは、その多くが商用技術で構成されるため、航続距離や搭載能力に

制約がある一方、比較的小型で安価という技術的特質を持つ5。そのため、量の

確保の容易性という観点で、既存兵器に対する優位性が述べられてきた6。ウク

ライナのドローン活用に関する先行研究は、このドローンの特質を基に、主に

３つに大別される。 

 一点目は、陸上作戦におけるドローンの有用性に焦点を当てた研究である。

これらの研究は、ウクライナが戦車や戦闘機といった既存兵器の量的劣勢をド

ローンで補完している点、ISR の提供で火砲等の既存兵器の迅速な運用に貢献

している点を強調している7。二点目は、ドローンの効果を消耗戦略の観点から

捉えた研究である。これらは、主に長距離攻撃ドローンを焦点に、防御側に迎撃

ミサイル等の高価な手段による対応を強いるコスト賦課の可能性を論じている

8。三点目は、「空の沿岸域（Air Littoral）」概念を基礎に、既存の高高度を主

体とした航空領域への影響を述べる研究である。これらは、航空作戦の中心で

あった航空優勢の獲得が、ドローンによって困難となる点を指摘し、将来的な

航空作戦実施や組織の変化の必要性を主張している9。 

 これらの研究は、ドローンの特質を基礎に、ウクライナにおけるドローンの

重要性を示している。しかし、その内容は、近距離での陸上作戦支援、長距離攻

撃ドローンの有用性、航空優勢獲得といった分野に限定されており、紛争期間

における時系列的な発展と適応の経緯という視点が欠落している。 

（２）航空阻止 

航空阻止とは「敵部隊が友軍に効果を発揮する以前に、目標変更、妨害、遅
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滞、破壊を行う10」活動と定義される。この活動は、敵の戦争遂行能力に直接的

な影響を与える軍事作戦として、多くの研究者や実務者からその有効性が論じ

られてきた。戦争の早期終結等への寄与に関して、市民を標的とした戦略爆撃

等の攻撃と比較し、相手への部隊や継戦能力を標的とした航空阻止による攻撃

の有効性を述べたロバート・ペイプ (Robert A. Pape)11、ペイプの議論を精緻化

し前線の敵への航空攻撃である近接航空支援と比較し、航空阻止の有効性を主

張した元米空軍 A-10 攻撃機パイロットのフィル・ハウン (Phil Haun)12は、そ

の代表例である。 

 ウクライナにとって、航空阻止は、作戦的課題を克服するための重要な方策

と位置付けられる。大規模侵略以降、ウクライナは 1,000km 以上に及ぶ広大な

戦線と、約 5倍の戦力差を持つロシア地上部隊という二重の課題に直面した13。

その一方、これまで航空阻止の中心的手段であった航空機に関しては、質的・量

的劣勢により自身の航空活動が制約された上、欧米諸国からの F-16 戦闘機導入

も政治的・技術的理由により期待通りに進まなかった14。そのため、代替手段と

してのドローンを活用した航空阻止は、重要な意義を持つようになった15。 

 しかし、ウクライナによる航空阻止に関する少数の研究の焦点は、大規模侵

略当初の実施手段の不足や結果の分析にとどまっている16。これらの研究は現状

の一面のみを捉えたものであり、時系列的な発展と適応の経緯の確認は行われ

ていない。 

（３）適応 

現代の軍事イノベーション論をはじめとした軍事研究において、環境に対し

自身を変化させる適応の重要性が注目されてきた。軍事分野における適応とは、

「戦略、部隊創設、軍事計画、作戦実行への変化として定義され、作戦的課題や

一連の作戦に対する圧力に応じて実施されるもの」とされる17。対象とする時期、

変化の程度、メカニズム、といった捉え方について、研究者によって違いがみら

れる18。その一方、多くの研究で共通して主張されているのは、適応とは、漸進

的なプロセスの組織的なメカニズムであり、特定の技術や兵器を取得するのみ

では適応には不十分で、それを使いこなす組織の知的基盤が重要、という点で

ある19。 

 ウクライナの事例研究においても、適応の重要性が主張されており、欧米諸

国の支援獲得、民間企業の導入、市民の協力の獲得といった分野での適応が、戦

争の継続を可能にしている要因と分析されている20。軍最高指揮官であったヴァ

レリー・ザルジニー（Valerii Zaluzhnyi）も、ドローン等の新興技術を念頭に、
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劣勢な戦力で戦勝を獲得する手段として、適応能力のさらなる向上の必要性を

明示している21。つまり、ドローンをはじめとした兵器の戦場での運用と適応の

プロセスを明らかにすることは、劣勢であったウクライナが、戦争を継続でき

ている要因を理解する上で、極めて重要である。 

 

２ 分析枠組み 

（１）航空阻止実行に必要とされる 3要素 

ウクライナの航空阻止と適応の推移を理解するため、本稿では特に、米空軍

ドクトリン等で言及されている、実行の 3 要素の時系列的変化に焦点を当てる。

第一の要素は ISR である22。敵部隊の行動やそれを支える移動経路や補給とい

ったシステムは複雑であるため、これを理解し標的を特定することが必要であ

る。ISR で得られた正確な情報によって、適切な攻撃手段の選択と敵の標的へ

の攻撃が可能となるが、本稿では特に、ISR 手段の性能及びその数の変化につ

いて確認する。 

第二の要素は指揮統制である23。航空阻止には、ISRや攻撃部隊、連携して作

戦する地上部隊といった多様な部隊が関与するため、一貫した計画と実行が必

要となる。つまり、指揮統制の適切性は航空阻止の実現の基盤といえる。本項で

は特に、情報共有システム及び指揮系統の変化を確認する。 

第三の要素は持続性である24。相手の規模が大きいほど、一度の攻撃では目標

の達成が困難であるため、長期間にわたり圧力を賦課することが必要になる。

持続的な活動を行うことによって、複雑なシステムを持つ相手であっても、そ

の戦力発揮の阻止が可能となる。本稿では特に、作戦の持続性を表す指標とし

て生産及び訓練を、効果の持続性を表す指標として火力という２つの面に焦点

を当てる。 

これら 3 つの要素の変化を通じ、ドローンを中心とした航空阻止の実施と発

展という適応プロセスを分析する。 

（２）キルチェーンによる整理 

 上記、3 要素に基づいた航空阻止の実施状況を把握するため、主な兵器の使用

状況を、キルチェーンによって整理する。元来キルチェーンとは、目標の識別、

攻撃及びその評価からなる、効果的な兵器の使用に係る一連の行動を意味する

25。高度にネットワーク化された現代戦において、一連のプロセスは通常、複数

の兵器で構築される。この状況を整理するため、本稿では、戦場でのドローンの

発展を分析したステイシー・ペティージョン（Stacie Pettyjohn）ら の研究を
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参考に26、キルチェーンを、発見・照準・交戦という単純化した 3 段階のプロセ

スとする27。また、分析対象は、航空阻止の代表的な 3 つの標的、すなわち橋、

兵站基地、移動部隊とする28。そして、各標的に対する一連のキルチェーンのプ

ロセスで主に使用されている兵器を概観することにより、航空阻止の実施状況

を整理する。 

 

３ ウクライナにおける航空阻止の発展 

（１）ISR 

ISR について、戦いの推移とともに、ドローンの種類の増加や性能向上が認

められるとともに、製造数や運用部隊数も増加した。 

大規模侵略当初、近傍のロシアの移動部隊の発見及び照準には、主に DJI 

Mavic をはじめとする商用ドローンが使用された。また、標的が特に橋や補給

基地の場合、欧米諸国が提供する衛星情報によるところが大きかったと推察さ

れている29。 

これらの手段が継続的に使用される一方、時間の経過とともに、特に固定翼

偵察ドローンの活用が顕著に拡大していった。大規模侵略当初、ウクライナは、

一部の部隊が Furia 等を使用していたが30その後、2022 年中に、米国からの

Puma の供与をはじめ外国製ドローンの導入が進展した31。加えて、ウクライナ

製ドローンの開発も進められ、例えば 2022 年後半には Shark32が運用され始め

た。 

戦争の経過とともに、これらのドローンは性能も向上させている。例えば

2023 年以降に供与された Puma は、航続距離を延伸した Puma LEとなってい

る33。また、ウクライナ製のドローンについても、例えば Sharkは、当初 60km

であった航続距離を 2023 年には 80km に、2025 年には 180km まで延伸させ

ている34。 

これら固定翼偵察ドローンの製造数も増加している。例えば、2014 年から大

規模侵略直前までの期間におけるFuria等の製造機数は 100機程度であった35。

これに対し、大規模侵略以降この数は劇的に増加し、固定翼偵察ドローン全体

の製造数は、2024 年の 1 年間で 5,000 機に拡大している36。 

これら主な固定翼偵察ドローンの概要は表のとおりである。 
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表：主な固定翼 ISRドローンの概要 

種類 Furia37 Shark38 RQ-20 Puma39 

    

全翼長 2m 3.4m 2m 

ペイロード 5.5kg 12.5kg 2.5kg 

活動範囲 50km 60km→180km 15km→60km 

出典：上述及び脚注を基に著者作成 

 

さらに、これらを運用する組織も増加しており、大規模侵略当初、キーウ防衛

を担う部隊やドローンの活用に積極的であったドンバスの部隊等に限定されて

いた使用部隊40は、2024 年以降は、陸軍の各旅団の偵察大隊レベルまで増加し

ているとされる41。また、使用部隊は陸軍だけでなく、空中強襲軍等の他軍種、

ウクライナ国防省情報総局（HUR）やウクライナ保安庁（SBU）といった治安

組織など多岐に渡っている42。このように、ドローンによる ISR は質、量とも

大きく向上したといえる。 

（２）指揮統制 

指揮統制については、情報共有システムの発達及び使用部隊の拡大、そして

それに伴うドローンに関する指揮系統の改革が進められた。 

まず、情報共有システムの発達について、ここではタブレットなどで情報共

有が可能であり、有用性が強調されている Delta43に焦点を当てる。Delta は、

当初、限られた部隊間での敵位置情報の共有を目的とした情報共有システムで

あったが、2023年には、ウクライナのドローンに加え、F-16 等の欧米製兵器と

の連接が可能になった44。機能の拡大も進められた結果、Delta は、単なる敵の

位置の共有だけではなく、ドローン等の動画のリアルタイムの動画配信、安全

なチャット機能等の統合プラットフォームに発展した45。また、2022 年時点で

は限られていた使用部隊46は、2023 年の軍全体への導入決定後、現場での有用

性が認識され増加していった47。Deltaの概観は図 1 である48。 
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図 1：Deltaの概観 

    出典：Zoria, "Ukraine's AI war room just got real - DELTA now scales 

across the entire military." 

 

また、ドローンに関する指揮系統の改革について、ウクライナはその運用に

合わせ分権的な指揮系統を取り入れた。その表れが、2024 年に発足した無人シ

ステム軍であった。その主な任務は、実際の戦闘、ドローンの開発や調達に加

え、他部隊への訓練及びミッション計画支援49と多岐にわたり、その存在はドロ

ーン運用部隊を支援する組織として機能している50。 

このように、ドローンに係るウクライナの指揮統制は、情報共有システムの

性能向上及びその普及に伴い、指揮系統の分権化という革新的な姿に変貌した。 

（３）持続性 

持続性については、作戦の継続実施を可能にするための生産及び訓練面の改

善と、持続的な火力発揮を実現するドローンの性能の向上及び製造数の増加が

図られてきた。 

生産面について、大規模侵略以前に 7 社であったドローン生産会社は、2023

年秋には 80以上51、2025年 3月には 150 以上に増加している52。加えて、生産

設備の分散化と海外からの資金調達のため、国内企業と外国企業との協業が進

められた53。 

訓練面においては、民間の訓練学校も活用し持続的な人材確保が図られてい

る。例えば、ドローン操縦者の訓練期間は、比較的複雑な固定翼偵察ドローンで

最短 1 か月程度とされる54。ウクライナでは、所要の増加に見合うドローン操縦

者の数を確保するため、退役軍人などを中心に訓練学校が設立された。結果、
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2023 年から 2024年で 2万人を超える操縦者が民間訓練学校で訓練されたとさ

れる55。 

火力に関しては、ドローンの発展とともに、性能と量の両面が向上した。2022

年半ばの M142 高機動ロケット砲システム（High Mobility Artillery Rocket 

System: HIMARS）の導入により、ウクライナは性能面での向上を果たした一

方、攻撃目標について米の許可を要する等の制約を受けた56。これを踏まえ、ウ

クライナでは、多様なドローンの開発及び性能向上が図られた。例えば、近距離

における攻撃手段として 2023 年に出現した FPV ドローンは、当初 5km 以下

であった航続距離を 15km 以上に拡大している57。加えて、2023 年以降は、

20km 以上の航続距離とペイロード 3kg 程度の FPV ドローンにはるかに勝る

20kg 以上のペイロードを備えた大型マルチコプターの運用が本格化した58。ま

た、射程数十 km の精密攻撃の手段となる徘徊型弾薬については、海外製の導

入に加えて、国内開発も進められた59。さらに、大規模侵略以降に開発された長

距離ドローンは、当初 300km であった航続距離を 1,000km 以上にまで延伸し

ている60。 

さらに、これらの攻撃手段のウクライナ国内における製造数は、急激に拡大

した。2022 年の製造数は、小型ドローンも含め、ドローン全体で 5,000 機であ

ったが、2024 年には、FPVドローンは 110 万機、大型マルチコプター等は 2,000

機以上、長距離攻撃ドローン等は 6,000 機にまで達した61。 

これらドローンの量は、他の兵器と比較し大きな優位性を持つ。特に、供給を

米等に依存する射程数十 km 以上の攻撃手段において、この点は顕著である。

例えば、大規模侵略以降のウクライナが受領した数について、HIMARS用弾薬

である ATACMS、航空機からの投射手段であるストームシャドウともに 500 程

度であるとされる上、米の支援停止等のため継続的な入手に大きな制約を受け

た62。つまり、ドローンはこれら手段と比較しペイロード等性能に劣るものの、

その量の豊富さのため、持続性確保の中心的な手段となったといえる。 

そして、ドローンを運用する組織も増加している。例えば FPVドローンにつ

いて、2023 年に、陸軍に初の攻撃ドローン専門の中隊が創設されたが、2024 年

には各大隊に FPVドローン中隊が創設されている63。また、大型マルチコプタ

ーは、陸軍をはじめ 100 以上の部隊で運用され64、徘徊型弾薬も、治安組織を中

心に運用されている65。 

（４）3つの要素の発展による作戦的課題への適応 

ウクライナは、ドローンを中心に、ISR、指揮統制、持続性という相互に関連
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する 3 つの要素を連携して発展させることで、広大な戦域と優勢な敵地上部隊

という作戦的課題への適応を可能にした。例えば、2022 年のハルキウ及びヘル

ソン反攻では、固定翼偵察ドローンの ISR 情報を、Delta を使用し欧米製兵器

の運用部隊等に迅速に共有することで、橋や補給基地に対する効果的な航空阻

止を実現した66。さらに、2023 年以降、南部ウクライナのロシア占領地域への

主要な補給路であるクリミア地方の橋や施設に対する攻撃を、大量の長距離攻

撃ドローンを用いることで継続的に実施した67。 

さらに、ウクライナは、3 要素を迅速に発展させることで、戦争の継続に伴い

新たに出現した作戦的課題への適応を可能にしたといえる。 

その事例の一つとしては、ロシアの電子戦能力の向上に対する適応が挙げら

れる。ドローンや欧米製の精密誘導兵器を妨害するロシアの電子戦能力の拡大

の結果、ウクライナは、月に 10,000 機ともいわれるドローンを損失68するとと

もに、HIMARS等の欧米製兵器の効果も著しく減少したため、ISRと火力の両

方の能力を大きく低下させた69。この状況に対しウクライナは、ドローン使用周

波数を 2 週間程度という短い間隔で切り替えることにより、航空阻止の実施に

必要な ISR能力や火力の維持に成功した70。 

事例の二つ目は、ロシア部隊の分散化に対する適応である。HIMARS等への

対抗手段として、ロシアは大規模な兵站基地をロシア国内へ移動するとともに、

前線近くの部隊を分散させた71。これに対しウクライナは、固定翼ドローンの運

用を拡大するとともに、ドローンを含め多様な手段を発展させることで、持続

的な精密攻撃を可能にした。例えば、2023 年からのドニプロ川西岸の作戦では、

大型マルチコプターや航空機により兵站基地や移動部隊等を攻撃した72。また、

2024 年のクルスク侵攻では、浮桟橋や移動部隊などの標的に対し、固定翼偵察

ドローンと攻撃用の各種ドローン及び火砲等を連携することで攻撃に成功して

いる73。このように、3 要素の質的、量的向上により、ウクライナが分散化した

標的に対応したことを確認できる74。 

これらの適応の推移を整理したものが図 2 である。 
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（赤字：ドローン、黒字：それ以外の手段） 

図 2：ウクライナのドローンを用いた航空阻止と作戦的課題への適応 

出典：各種報道を基に筆者作成 
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結論 

ウクライナによる航空阻止で、ドローンは中核的役割を果たしている。標的

に対するキルチェーンの全段階においてドローンの使用は拡大され、活用され

た。ロシアの大規模侵略による戦域の拡大、量的に優越する敵地上部隊、航空機

の不足という作戦的課題に早期に適応するため、ウクライナは、ドローンを中

心とした航空阻止を早期に実現した。 

また、戦争の経過に伴い生起した新たな作戦的課題に対しても、ウクライナ

は ISR、指揮統制、持続性という航空阻止の 3 要素を質的、量的に早期に向上

させることで適応した。加えて、ドローンヘのジャミング、目標の分散化といっ

た課題に対しても、ドローンの性能向上等の技術的改良と、運用組織の拡大及

び組織間連携の強化といった、人的・組織的発展によって対応した。つまり、ウ

クライナは戦力の非対称性をはじめとした、様々な作戦的課題に早期に適応す

るために、ドローン中心の航空阻止の実現と３要素の発展という適応により、

戦いを継続させたといえる。 

最後に、ウクライナが実施しているドローンによる航空阻止における適応は、

既存のエアパワー論の前提に挑戦するものであることを示唆している。これま

でのエアパワー論は、高性能かつ高価で、開発と訓練に長期間を要しする少数

の航空機の運用を議論の前提としてきた。また、この点は各国の軍事ドクトリ

ンにおいて、エアパワーの特質として表現されてきた75。言い換えれば、従来の

エアパワー論は、「パワーの希少性」を議論の前提とし76、そのため量的側面を

軽視するという限界を有していた。これに対し、ウクライナのアプローチは、

「安価、精密、大量」という特質を持つドローンを航空阻止の中心とすることに

より、作戦的課題への機敏な適応を可能としている。ウクライナの事例は、既存

のエアパワー論の前提を再考する必要性を示唆している。 
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